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エ 受注者が刑法（明治40年法律第45号）
第96条の３若しくは第198条又は独占禁
止法第89条第１項第１号の規定による刑
が確定したとき。

| 上記{のエに規定する場合に該当し、か
つ、次の各号に掲げるいずれかに該当した
ときは、受注者は発注者の請求に基づき、
上記{に規定する請負代金額の10分の１に
相当する額のほか、請負代金額の100分の
５に相当する額を違約金として発注者の指
定する期間内に支払わなければならない。
ア 上記{のイに規定する確定した納付命
令について、独占禁止法第７条の２第６
項の規定の適用があるとき。
イ 上記{のエに規定する刑に係る確定判
決において、受注者が違反行為の首謀者
であることが明らかになったとき。
ウ 受注者が発注者に入札心得第４条の３
（公正な入札の確保）の規定に抵触する
行為を行っていない旨の誓約書を提出し
ているとき。

} 受注者が上記{及び|の違約金を発注者
の指定する期間内に支払わないときは、受
注者は、当該期間を経過した日から支払い
をする日までの日数に応じ、年５パーセン
トの割合で計算した額の遅延利息を支払わ
なければならない。

d 予決令第86条に規定する調査を受けた者と
の契約に係る事項のうち、前金払の金額は請
負代金額の10分の２以内、また、契約保証金
は請負代金額の10分の３以上とする。

e 契約後ＶＥ提案について 契約締結後、受
注者は、設計図書に定める工事目的物の機能、
性能等を低下させることなく請負代金額を低
減することを可能とする施工方法等に係わる
設計図書の変更について、発注者に提案する
ことができる。この提案が適正と認められた
場合は、設計図書を変更し、必要があると認
められた場合には請負代金額の変更を行うも
のとする。詳細については特別仕様書等によ
る。

Ĉ 施工体制確認のためのヒアリングを実施す
るとともに、その際、追加資料の提出を求め
ることがある。

D̂ 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４の\と同じ。

Ê 電子入札について
{ 電子入札システムによる手続開始後に、
紙入札方式への途中変更は原則として行わ
ないものとするが、入札参加者にやむを得
ない事情が生じた場合には承諾を得て紙入
札方式に変更するものとする。

| 電子入札システムに障害等やむを得ない
事情が生じた場合には、紙入札方式に変更
する場合がある。

} 電子入札システムに係る運用について
は、「沖縄総合事務局総務部電子入札運用基
準」による。

F̂ 一般競争参加資格の確認を受けていない者
の参加 上記２の^に掲げる一般競争参加資
格の確認を受けていない者も上記４の^によ
り申請書及び資料を提出することができる
が、競争に参加するためには、開札時におい
て、当該資格の確認を受け、かつ、競争参加
資格の確認を受けていなければならない。

Ĝ 低入札価格調査対象工事に係る品質確保等
の対策について 開札の結果、予決令第86条
に規定する調査（以下「低入札価格調査」と
いう。）の対象工事となった場合は、「低入札価
格調査対象工事に係る品質確保等の対策につ
いて」（平成18年４月25日付け18農振第177号
農村振興局整備部長名）に基づき、次のとお
り低入札価格調査対象工事に係る品質確保等
の対策を実施する。
{ 監督体制の強化等
ア 施工体制の点検 施工体制台帳提出時
に施工体制の確保を図るため、主として、
一般管理費、現場管理費の構成項目の内
訳費用の詳細について提出を要請し、施
工体制確認のための追加資料との整合を
確認する場合がある。さらに、「施工段階
における確認マニュアル（一部改正）」（平
成18年３月31日付け事務連絡農村振興局
設計課施工企画調整室長名）等に基づき、
重点的な工事監督を実施する。なお、事
前通告をしないで点検することがある。
イ 下請け契約状況の調査 低入札価格調
査ヒアリング時に下請契約計画書を提出
し、施工体制確認のための追加資料との
整合を確認し、その後契約内容の詳細に
ついて提出を求める場合がある。なお、
事前通告をしないで点検することがあ
る。

ウ 受注者側技術者の増員について 専任
の監理技術者の配置が義務付けられてい
る工事が低入札価格調査対象工事となっ
た場合、受注者は沖縄総合事務局管内直
轄工事（農林水産部工事）において、本
入札公告を行った日から過去２年以内に
完成した工事、あるいは契約時点で施工
中の工事に関して、以下のいずれかの要
件に該当するときは、主任（監理）技術
者と同等の要件を満たす別の技術者１名
を専任で現場に配置させることとし、低
入札調査資料提出時点で追加する配置予
定技術者の資格等確認資料を併せて提出
すること。
なお、当該資料の提出がなかった場合
は、落札決定しない場合がある。
ａ 工事成績70点未満の評定を通知され
た者。
ｂ 発注者から施工中又は施工後におい
て、工事請負契約書に基づいて修補又
は損害賠償を求められた者。ただし、
軽微な手直し等は除く。
ｃ 品質管理、安全管理に関し、指名停
止又は部局長若しくは監督職員から書
面による警告若しくは注意の喚起を受
けた者。
ｄ 自らに起因して工期を大幅に遅延さ
せた者。

Ĥ 低入札価格調査対象工事に係る対策につい
て
{ 次に示す段階において、監督職員が文書
により受注者に不備の指摘及び改善を指示
した場合、その回数に応じ以下の対策を講
ずることとする。
ア 施工確認段階。
イ 施工体制点検段階（施工体制確認のた
めの追加資料との整合確認を含む。）。
ウ 下請け契約状況調査における下請け支
払いの実態把握段階（施工体制確認のた
めの追加資料との整合確認を含む。）。

| 上記{に示す文書指示を受けた場合、以
降の１年間において沖縄総合事務局管内
（農林水産部発注）の別の新規工事におけ
る総合評価落札方式の評価点等を減点す
る。
総合評価落札方式の場合１年間にわた
り、当該企業の総合評価落札方式による加
算点を50％マイナスする。

} 上記{に示す文書指示の回数が２回に達
した場合、沖縄総合事務局管内（農林水産
部発注）の別の新規工事における入札参加
制限を講ずる。
【入札参加の制限の考え方】
対象工事が完成検査に合格し完了するま
での間、対象工事を発注した沖縄総合事務
局管内の他の新規工事に係る入札参加を制
限する。
ただし、対象工事が２箇年以上にまたが
る工事については、文書指示が２回累積し
た日から１年間を限度とし、その後、再度
文書による改善指示を行った場合にはその
時点で、同様の措置を改めて講ずる。

~ 当該対象工事の成績が65点未満の場合、
評定通知日から１年間、上記|と同様の措
置を講ずる。

Î 出来高部分払方式について 本工事におい
て、中間前金払に代わり、既済部分払を選択
した場合には、短い間隔で出来高に応じた部
分払や設計変更協議を実施する「出来高部分
払方式」を採用する。

Ĵ 詳細は入札説明書による。
６ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Noriyoshi Nakahodo, Di-

rector of the General Affairs Department,

Okinawa General Bureau, Cabinet Office

] Classification of the services to be pro-

cured : 41

^ Subject matter of the contract : Construc-

tion work of the Nakahara Subsurface

Dam Flood Drainage Facility, Miyakoirabu

National Irrigation Project.

_ Time limit for the submission of applica-

tion forms and relevant documents for the

qualification : 4 : 30 P.M., 17 January 2014

` Time limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 4 : 00 P.M., 26

February, 2014, in case of submission by do-

cument : 3 : 00 P.M., 26 February, 2014

a Contact point for tender documentation :

Masayuki Isikawa, Accounts Division, Gen-

eral Affairs Department, Okinawa General

Bureau, Cabinet Office, 2`1`1 Omo-

romachi, Naha City Okinawa 900`0006 Ja-

pan, TEL 098`866`0031 ext. 81341›
š
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